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研究成果の概要（和文） ： 
本研究においては、公共政策全般の課題である「虚言」について、個別アクターが「虚言」 

に対応する過程（虚言の発生―容認―批判）から考察を行った。考察にあたっては、国内外の 
事例検証を通じた新たな分析枠組みの構築に取り組み、中範囲理論を用いた理論構築を行なっ 
た。そして、年度ごとの研究成果を国内外の学会における研究報告、論文発表を通じて発信す 
ると共に、最終年度には一連の研究成果を書籍化し、広く社会に研究成果の意義を問うことと 
した。 

研究成果の概要（英文）： 
We sometimes find strange but essential facts that some individual actors responds to 
the process that is obviously difficult to implement, and that some of the other faithful 
actors do not expect non-complying actors to act in accordance with the agreement made 
in the decision-making process of public policy. In order to explain these phenomena with 
the new model, we presented the idea and framework of our research at academic conferences 
and meetings inside or outside Japan. Based on our past research, we publish the book 
on this topic in 2012. 
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１．研究開始当初の背景 
研究開始当初においては、厚生年金の偽装 

装逸脱問題、タウン・ミーテイングにおける 
「やらせ質問」問題、高校の必修科目の未履 
修問題、「事故米」 の問題にみられるように、 
日本国内では行政の関与した虚言(の誘導) 

が問題となっていた。 
例えば、厚生年金の偽装逸脱を滞納企業に 

奨めたのは社会保険庁であったことが明ら 
かになり、タウン・ミーテイングの「やらせ」 
については中央官庁が地方自治体とともに 
積極的に行なってきたことが明白になった。 
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しかもこの問題については早い段階からメ 
ディアも事実を把握していながら、問題視を 
してこなかった。また高校の未履修問題にい 
たっては高校側の問題を監督官庁自身が半 
ば黙認をしていた。食品の偽装についても監 
督官庁の一部では業者と癒着する形での見 
逃しがあった。三重県の銘菓「赤福」の賞味 
期限偽装については、多くの地元住民に事件 
発覚前から既に知られていた。 

つまり、これらの虚言はその当人あるいは 
当該アクターにとどまらず、関連するアクタ 
ーにも黙認、容認、是認されており、虚言は 
暗黙知のレベルでは存在が許されてきた。し 
かし、先行研究においては国内社会における 
虚言に対する容認・黙認・是認という対応の 
経緯は見落とされており、分析を通じて中範 
囲理論に基づく虚言研究を公共政策の体系 
として提示する必要性が存在する。 
２．研究の目的 

本研究は、ウソ、すなわち虚言に対応する 
過程（虚言の発生―容認―批判）の分析を通 
じて、虚言発生を個別アクターの倫理的問題 
としての研究にはとどめず、公共政策全般の 
課題として「ウソと対面する過程」を学術的 
にとらえる新たな知の体系の形成を目的と 
する。 
３．研究の方法 

３つの作業仮説を検証した。第一に、虚言 
が発生してからの時間が短く限定されてい 
る状態―例えば「一度きりゲーム」―が、繰 
り返しゲームよりも、虚言が持続するという 
仮説を検証した。第二に、チャンレンジャー 
（例えば新体制の支持層）よりも、一般的に 
古い価値観に固執するディフェンダー（例え 
ば旧体制の支持層）のほうに、虚言が発生し 
やすいという仮説を検証した。第三に、虚言 
の規模、頻度と政治体制、政治システムとの 
関係を検証する。虚言と情報の問題は密接な 
関係がある。虚言は、一般にアクター間の情 
報が非対称な場合に発生しやすいと考えら 
れる。とりわけ政治権力が情報を操作する場 
合、 虚言は発生しやすい。 したがって虚言は、 
民主主義体制よりも、権威主義体制もしくは 
社会主義体制の方がより多く発生するとい 
う仮説を検証した。 

４．研究成果 
(1)平成 21(2009)年度 

国際公共政策研究で培われたアプローチ 
を国内の公共政策にかかわる虚言の研究に 
援用する可能性を追求した。そのために、虚 
言を分析する枠組みを形成するための基礎 
的な研究をすすめるべく、いくつかの事例を 
とりあげた。海外の事例として、アメリカ議 
会がソ連の人権問題をとりあげた事例では、 
ソ連の虚言に対応した「繰り返しゲーム」化 
が促進されることで、無謬性を標榜する議会 

が社会主義国の虚言を継続的に批判しやす 
く、虚言効果の時間逓減が検証された。 
また、国内の福祉政策において、as if 的 

行動がどのように見られるかをアマルティ 
ア・ センの保証ゲームを用いて解明し、 
人々が相互性規範を内包した as if 選好にも 
とづいて行為する場合に利得最大化にした 
がう自発的選択の結果、過剰労働・過少労働 
が回避される可能性のあることが示された。 
さらに、入管法をめぐる政治過程において、 
規範の競合という視座からみると、この事例 
は経済界の「経済合理性」の考え方に外国人 
受け入れに「慎重」な政府内エリートの伝統 
的規範が優位したことが解明された。 
これらの研究は、他の研究分担者・協力者 

等の研究とともに研究ノート「国際・国内社 
会における規範の競合と破約的行動の発生 
―<as if game>モデルをてがかりに―」(雑 
誌論文：④参照)として成果を集約し、次年 
度以降の課題を導出した。 

(2)平成 22(2010)年度 
前年度に引き続き、理論的研究、研究手法 

の検討を継続すると同時に、二つの仮説の検 
証を進めた。 
１つは、規範支持層の権力基盤との関係に 

ついての仮説である。一般に大きな権力層を 
持つ支持層があれば、その層の支持する規範 
の優位はゆるぎなく、虚言も比較的発生しに 
くい。しかし国際機関、諸外国、NGO といっ 
た外部からの圧力等により、規範の優劣が逆 
転してしまうことがある。こうした社会の急 
激な変化が生じた場合、ディフェンダー側が、 
新体制の規範を実際に「あたかも」(as if) 
支持しているかのように振る舞いながら、現 
実には旧体制に即した言行を重ねることで 
虚言をひきおこすことがある。そこで、この 
仮説について科研費研究会「新規範論研究 
会」での議論を通じて、検証を進めた。 
また、もう１つの仮説は、政治体制との関 

係についての仮説である。権威主義体制、社 
会主義体制では、一般に政策過程が閉鎖的で 
あり、透明性も低い。したがって自国民に対 
しても虚言を発することが容易になる。これ 
らの事例は、先の第二仮説の検証と重なる形 
で、冷戦期のソ連の人権問題を明らかにした 
アメリカ議会のヘルシンキ委員会の活動を 
事例にとりあげ、政治体制の「虚言の壁」が 
国外勢力によってどのように突き崩された 
かを検証した。 
そして、これら一連の成果を、論文「アメ 

リカ議会の人権外交―初期のヘルシンキ委 
員会の活動―」(雑誌論文：⑤参照)、学会報 
告"How to Manage Antiterrorism and Human 
Rights Issues in Parliaments"(学会発表： 
④参照)として公表し、広く成果を社会に問 
うことによって最終年度に向けた課題の確



認を行なった。 

(3)平成 23(2011)年度 
本年度は、研究体制を強化し、主として政 

治体制と虚言の関係についての仮説を検証 
した。最終的に３つの仮説検証とそれらを複 
合的に検討すべく、中範囲理論を用いた公共 
政策決定の理論構築を検討し、精緻化の作業 
を科研費研究会「新規範論研究会」の開催を 
通じて実施した。また、学会報告「利益誘導 
政治と金融政策の関係」（学会発表：②参照）、 
学会報告「地球温暖化問題の事例における 
<as if game>」（学会発表：③参照）として 
研究会での研究成果を公表すると共に、3 年 
間の研究成果を著書『コンプライアンス論か 
ら規範競合論へ―ウソの社会的発生から消 
滅まで―』(図書：①参照、2012 年 9 月発刊 
予定)として刊行し、研究成果の社会的発信 
をおこなった。 
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